
各務原市消防職員大型自動車免許取得費補助金交付要綱 

（令和５年３月３１日決裁） 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、本市の消防職員が道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第

８４条第３項に規定する大型自動車免許（以下「大型免許」という。）を取得するた

めに要する経費の一部について、予算の範囲内で各務原市消防職員大型自動車運転

免許取得費補助金（以下「補助金」という。）を交付することに関し、各務原市補助

金交付規則（昭和３８年規則第３４号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、

必要な事項を定めるものとする。 

 （対象職員） 

第２条 補助金の交付の対象となる者（以下「対象職員」という。）は、本市の消防職

員のうち、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

（１）各務原市消防本部規則（昭和４０年規則第６号）第９条に規定する消防士長、

消防副士長又は消防士の階級にあること。ただし、６年以上消防士長の階級にあ

る場合を除く。 

（２）常時勤務を要する一般職の職員であること。 

（３）次のいずれにも該当しない者であること。 

  ア 他の地方公共団体その他の団体から派遣された者 

  イ 任期付職員 

  ウ 暫定再任用職員 

（４）業務上大型自動車を運転することが想定されること。 

（５）第５条の規定による申請を行う時点において、大型免許を取得していないこと

及び道路交通法第９９条第１項に規定する指定自動車教習所（以下「教習所」と

いう。）に大型免許の取得を目的として入校していないこと。 

 （補助対象経費） 

第３条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、対象職

員が大型免許を取得するために要する経費のうち、次に掲げるものとする。 

（１）教習所への入校に要する経費 

（２）教習所での技能教習及び学科教習（補習及び大型免許の取得に直接影響を及ぼ

さない教習を除く。）の受講料 

（３）教習所への入校後、最初に受ける修了検定及び卒業検定の受検料 



（４）その他市長が必要と認める経費 

 （補助金の額等） 

第４条 補助金の額は、補助対象経費に２分の１を乗じて得た額（１，０００円未満

の端数があるときは、これを切り捨てた額）とし、１８万３，０００円を限度とす

る。 

２ 補助金の交付は、職員１人当たり１回限りとする。 

 （補助金の交付の申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、各務原市消

防職員大型自動車免許取得費補助金交付申請書（様式第１号）に必要な書類を添え

て、市長が定める期間内に市長に提出しなければならない。 

 （補助金の交付の決定） 

第６条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、補助金

の交付の適否を決定し、各務原市消防職員大型自動車免許取得費補助金交付・不交

付決定通知書（様式第２号）により申請者に通知するものとする。 

 （大型免許の取得の期限） 

第７条 前条の規定により交付決定を受けた申請者は、市長が当該交付決定を通知し

た日が属する年度（以下「補助対象年度」という。）の末日までに大型免許を取得し

なければならない。 

 （補助事業の実施報告） 

第８条 申請者は、大型免許を取得したときは、各務原市消防職員大型自動車免許取

得費補助事業実施報告書（様式第３号）に次に掲げる書類を添えて、大型免許を取

得した日から起算して３０日を経過した日又は補助対象年度の末日のいずれか早い

日までに市長に提出しなければならない。 

（１）取得した運転免許証の写し 

（２）補助対象経費の支払に係る領収書の写し 

（３）前号の領収書の写しに補助対象経費の内訳が記載されていない場合にあっては、

明細書等の補助対象経費の内訳が確認できる書類 

 （補助金の交付の請求） 

第９条 申請者は、補助金の確定通知を受けたときは、速やかに各務原市消防職員大

型自動車免許取得費補助金交付請求書（様式第４号）を市長に提出し、補助金の交

付を請求するものとする。 



 （決定の取消し） 

第１０条 市長は、補助金の交付決定を受けた者が次の各号のいずれかに該当すると

きは、その交付決定を取り消すことができる。 

（１）各務原市職員としての身分を失ったとき。ただし、定年退職（各務原市職員の

定年等に関する条例（昭和５９年条例第２５号）第２条の規定により退職するこ

とをいう。）その他市長が認める理由による場合を除く。 

（２）補助対象年度の末日までに大型免許を取得できなかったとき。 

（３）虚偽その他不正な行為により補助金の交付決定を受けたと認めるとき。 

（４）この要綱の規定に違反したとき。 

 （補助金の返還） 

第１１条 補助金の交付を受けた者は、その交付決定が取り消されたときは、補助金

を全額返納しなければならない。 

 （その他） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 

   附 則 

 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 



様式第１号（第５条関係） 

年  月  日 

（宛先）各務原市長 

申請者 所属    

    職名 

    氏名 

    職員番号 

各務原市消防職員大型自動車免許取得費補助金交付申請書 

各務原市消防職員大型自動車運転免許取得費補助金の交付を受けたいので、各務原

市消防職員大型自動車免許取得費補助金交付要綱第５条の規定により、下記のとおり

申請します。 

記 

生 年 月 日 年 月 日 

現 自 動 車 運 転 免 許 種 別

現自動車運転免許取得年月日 年 月 日 

採 用 年 月 日 年 月 日 

教 習 を 受 け る

自 動 車 教 習 所

名 称  

所在地  

教 習 予 定 期 間
年 月 日から 

年 月 日まで 

申 請 金 額 円 

所属長の意見 

※補助対象経費の内訳が分かる書類を添付すること。 



様式第２号（第６条関係） 

各務原市指令  第    号 

年  月  日 

          様 

   各務原市長              

各務原市消防職員大型自動車免許取得費補助金交付・不交付決定通知書 

      年  月  日付けで申請のありました各務原市消防職員大型自動車

免許取得費補助金の交付につきましては、下記とおり決定しましたので、各務原市消

防職員大型自動車免許取得費補助金交付要綱第６条の規定により通知します。 

記 

審 査 結 果 □交 付       □不交付 

交 付 決 定 金 額 円 

教 習 を 受 け る

自 動 車 教 習 所

名 称  

所在地  

教 習 予 定 期 間
年 月 日から 

年 月 日まで 

交 付 の 条 件

１ 自動車教習所において教習を受け、この通知書による通知

の日が属する年度内に大型自動車免許を取得すること。 

２ 事業の内容を変更する場合は、市長の承認を受けること。

３ 大型自動車免許の取得後、各務原市消防職員大型自動車免

許取得費補助事業実施報告書（様式第３号）に取得した運転

免許証の写し及び費用の内訳を確認できる書類を添付し、速

やかに市長に提出すること。 

不 交 付 の 理 由

※補助金の交付は、補助金額の確定があった後に行います。 



様式第３号（第８条関係） 

年  月  日 

（宛先）各務原市長 

申請者 所属 

    職名 

    氏名 

    職員番号 

各務原市消防職員大型自動車免許取得費補助事業実績報告書 

    年  月  日付け各務原市指令   第    号で交付決定を受けた

件について、大型免許を取得したので、各務原市消防職員大型自動車免許取得費補助金

交付要綱第８条の規定により、下記のとおり報告します。 

記 

取 得 し た 大 型 免 許

免 許 証 番 号 第  号

交 付 年 月 日 年 月 日

免許の条件等

教習を受けた自動車教習所
名 称

所 在 地

教 習 期 間
年 月 日から 

年 月 日まで 

補助対象経費の支出額              円 



様式第４号（第９条関係） 

年  月  日 

（宛先）各務原市長 

申請者 所属 

    職名 

    氏名 

    職員番号 

各務原市消防職員大型自動車免許取得費補助金交付請求書 

 各務原市消防職員大型自動車免許取得費補助金の交付を受けたいので、各務原市消防

職員大型自動車免許取得費補助金交付要綱第９条の規定により、下記のとおり請求しま

す。 

記 

１ 請求金額                円 

２ 補助金の振込先 

金 融 機 関 名
銀行 金庫 

農協 組合 

本店 支店

出張所 

預 金 の 種 類 普通 ・ 当座 口  座  番  号

フ リ ガ ナ

口 座 名 義 人


